
 

地方分権改革推進委員会「第３次勧告」に向けた指定都市の意見 

 

地方分権改革推進委員会におかれては、平成１９年４月の発足以来、今日

まで極めて精力的に調査審議、勧告等を行ってこられたことに敬意を表する。 
しかし残念ながら、これまでの議論においては、都道府県・市町村の画一

的な枠組みにおける整理となっており、現在指定都市が抱える制度的な制約

や矛盾についてはほとんど考慮されていない。 
地方分権改革を実効性あるものとするためには、全ての団体に一律の制度を

適用するのではなく、規模や能力など団体の多様性を反映すべきと考える。 
今後の勧告においては、指定都市市長会がこれまで発信してきた意見・  

提案を十分に踏まえるとともに、特に下記の点についてもご配意いただくよ

う求めるものである。 
 
 

記 

１ 指定都市への更なる権限移譲 

指定都市は道府県に比肩する高度な行政能力を有していることから、国と

地方の役割分担の見直しについて更なる検討を行い、真に国・道府県が担わ

なければならない事務以外の事務全てを指定都市に権限移譲すること。また、

法令等による義務付け・枠付けの更なる見直しを行うこと。 

 

２ 大都市にふさわしい税財政制度改革について 

（１）真の地方分権の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

消費税、所得税、法人税などの基幹税からの税源移譲を行い、国と地

方の「税の配分」を、当面５：５とすること。なお、その際には、税源

移譲、国庫補助負担金、地方交付税の一体的な改革を実施すること。 

 

（２）大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 

大都市特有の財政需要に対応するため都市税源である消費・流通課税

及び法人所得課税などの配分割合を拡充強化すること。特に、地方消費

税と法人住民税の配分割合を拡充強化すること。 

 

 

 

 



 

（３）事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

指定都市が道府県に代わって提供する行政サービスに係る経費につい

て財源措置するため、個人道府県民税、法人道府県民税及び地方消費税

の複数税目からの税源移譲による大都市特例税制を創設すること。 

 

３ 新たな大都市制度の創設 

   現行の指定都市制度を抜本的に見直し、真の分権型社会にふさわしい

新たな地方自治制度の先駆けとなる大都市制度を創設すること。 

 

４ 国と地方の協議の場の法制化 

   今後、国が政策を立案する際に地方の意見を取り入れることができる

よう、都道府県とともに指定都市を構成メンバーとする国と地方の協議

の場を法律で設置すること。 

 

５ 地方分権改革監視等委員会（仮称）の設置 

   地方分権改革の実現を担保するために、地方分権改革推進法失効後、

地方分権改革推進委員会に代わり、都道府県とともに指定都市を構成メ

ンバーとし、各府省の取組を監視する法定の機関（「地方分権改革監視等

委員会（仮称）」）を設置すること。 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２１年８月４日 
指定都市市長会 
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１ 指定都市への更なる権限移譲 

 

 

 

 

 

 

指定都市は、自己完結的な行政サービスを提供できる行政能力を有しており、また、そ

の用意もある。したがって、指定都市への分権を推進することは、地方分権改革の先行事

例として、その成功に寄与するものと考えている。しかし、大都市である指定都市への権

限移譲が不十分であることから、第１次勧告に反映されていない指定都市の意見を、第３

次勧告に反映することを強く求めるものである。また、法令等による義務付け・枠付けの

更なる見直しも必要である。 

 

権限移譲にかかる指定都市の主な提案事項    

個別分野 主な提案事項 
勧告への 
反映状況 

災害対策 ・防衛大臣への自衛隊の災害派遣要請の権限を指定都市に移譲すること △ 

（都市計画関係） 

・指定都市の区域内における都市計画に関する権限を包括的に移譲する

こと 

○ 

土地利用 

（農地転用・農業振興地域関係） 

・指定都市の区域内における農地転用の許可等の権限を移譲すること 
△ 

河川 

・指定都市の区域内で完結する河川について、 

国土保全上及び道府県土保全上重要なものを除き、指定都市が主体的

に管理できるよう制度を見直すこと（単に指定都市の区域内を流下す

る河川であっても協議により管理できる制度とすること） 

× 

道路 

・指定都市の区域内の全ての国道（高速自動車国道を除く。）、道府県道

及び市道について指定都市が一体的で効率的な道路管理を行えるよ

うにすること 

△ 

生活保護 
・生活保護制度を持続可能な制度とするため国の責任で全額財源措置

すること 
× 

国民健康 
保険 

・国民皆保険制度を維持するため、公的医療保険制度を全て一本化し

たうえで、国が保険者として運営すること 
× 

子育て 
支援 

・私立幼稚園の設置認可に関する権限及び認定こども園の認定に関す

る権限（認定基準の作成に関する権限を含む。）を指定都市に移譲す

ること 

× 

義務教育 

・学級編制や教職員定数、教職員配置等に関する包括的な権限を指定

都市に移譲すること 

・道府県費負担教職員の給与費負担の移管に伴い必要となる所要額全

額を税源移譲により措置すること 

○ 

凡例：○･･意見が反映された項目 △･･意見が一部反映された項目 ×･･意見が反映されていない項目 

 

 

指定都市は道府県に比肩する高度な行政能力を有していることから、国と地方の役割

分担の見直しについて更なる検討を行い、真に国・道府県が担わなければならない 

事務以外の事務全てを指定都市に権限移譲すること。また、法令等による義務付け・

枠付けの更なる見直しを行うこと。 
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２ 大都市にふさわしい税財政制度改革について 

（１）真の地方分権の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

 
 
 
 
 

地方自治体が自主的かつ自立的な行財政運営を行うためには、国と地方の役割分担を

抜本的に見直したうえで、新たな役割分担に応じた税財政制度の確立が必要である。そ

のためには、国税から地方税への税源移譲、国庫補助負担金の改革、地方交付税の改革

を一体的に進め、地方税中心の歳入体系を構築すべきである。 

【国・地方間の税源配分の是正についての指定都市の考え方】 

国から地方への 

税源移譲 

・国と地方の「税の配分」について、国税から地方税への税源移譲を進

め、当面５：５とすることを確実に実現 

・消費税、所得税、法人税など複数の基幹税から行う 

国庫補助負担金の改革

・国と地方の役割分担を明確化したうえで、真に国が義務的に負担すべ

き分野を除き、国の関与・義務付けを廃止・縮減しつつ、国庫補助負

担金の廃止と税源移譲を一体で進める 

地方交付税の改革 

・地方交付税の持つ財源の保障機能と税源偏在の調整機能を分離するこ

となく双方を堅持 

・国・地方を通じた歳出削減努力によってもなお生じる「地方財源不足

額の解消」や「税源移譲に伴う地方交付税原資の減少」については、

地方交付税の法定率引上げによって対応 
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地方税
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地方の

役割

国の役割

税の配分 税の実質配分 税の配分 税の実質配分 役割分担

《現　状》 《当　面》 《さらに》

国・地方における租税の配分状況(平成21年度)

第二期地方分権改革

国５：地方５
国と地方の新たな役割分担
に応じた「税の配分」

総額 84兆  15億円

税の配分

税の配分の
抜本的な

是正が必要！

さらなる
税源移譲

 地方交付税 16兆5,733億円
 地方譲与税   1兆4,618億円
 国庫支出金 10兆3,016億円
 国直轄事業
 負担金等　 △1兆  323億円

消費税、所得税、法人税などの基幹税からの税源移譲を行い、国と地方の「税の

配分」を、当面５：５とすること。なお、その際には、税源移譲、国庫補助負担

金、地方交付税の一体的な改革を実施すること。 
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（２）大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 

 

 

 

 

 

    

指定都市は、基礎自治体としての役割に加え、圏域における中枢都市としての役割も

担っている。安定的な地方税体系の構築にあたっては、これらの役割に伴う財政需要や

人口の集中・産業の集積に伴う都市的課題から生じる財政需要といった大都市特有の財

政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び法人所得課税の配分割合を

拡充強化する必要がある。 
 

  【大都市特有の財政需要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

大都市特有の財政需要に対応するため都市税源である消費・流通課税及び法人所

得課税などの配分割合を拡充強化すること。特に、地方消費税と法人住民税の配

分割合を拡充強化すること。 

圏域における中枢都市としての財政需要 
 ・人口や産業の集積に伴い必要とされる都市的

インフラの整備等にかかる財政需要 

 ・経済活動をけん引するため生じる財政需要 

 ・高度医療や教育・文化の中心都市としての財

政需要 

人口の集中・産業の集積に伴う都市的課題か

ら生じる財政需要 
・生活インフラの問題に対する財政需要 
・セーフティネットにかかる問題に対する財政

需要 

 ・安全・安心にかかる問題に対する財政需要 

消費・流通課税 
（平成２１年度予算） 

法人所得課税 
（実効税率） 

※国税：平成 21 年度予算 
道府県税、市町村税：平成 21 年度 

地方財政計画 

注 １ 実効税率は、法人事業税が損金算入されることを調整した 
後の税率である。 

２ 地方法人特別税は国税だが、税体系の抜本的改革までの 
暫定措置であることから、道府県税に算入している。 

市町村税3.8% 市町村税8.7% 

国税 

74.2% 

道府県税 
22.0% 

国税 

70.8% 

道府県税 

20.5% 

 

大都市特有の財政需要を

抱えているもにもかかわ

らず 

市民一人当たり歳出額

38.6

36.1

29.4

11.5

12.7

15.4

7.4

11.0

17.0

27.7

17.5

34.1

23.9

3.3

8.1

12.6

4.2

4.7

11.8

9.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

生活保護費

児童福祉費

社会福祉費

住宅費

区画整理費等

下水道費

公園費

街路費

道路橋りょう費

商工費

（千円）

一般市

指定都市

※平成１８年度市町村別決算状況調 

都市的税目の配分割合が
極めて低い！ 
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（３）事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

 

 

 

 

 

 

事務配分の特例により道府県の事務権限が移譲されているが、移譲された事務事業に

必要な財源について、税制上の措置が不十分であることに加え、今次の分権改革におい

て、新たに指定都市の役割分担となる事務事業の財源についても税制上の措置が必要で

ある。  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

指定都市が道府県に代わって提供する行政サービスに係る経費について財源措置する

ため、個人道府県民税、法人道府県民税及び地方消費税の複数税目からの税源移譲に

よる大都市特例税制を創設すること。 

  
  
指指定定都都市市のの市市民民はは  

☆☆  行行政政ササーービビススはは「「指指定定都都市市かからら受受益益（（大大都都市市特特例例事事務務））」」  
★★  そそのの負負担担はは「「道道府府県県へへのの納納税税」」  

指指定定都都市市がが道道府府県県にに代代わわっってて提提供供すするる行行政政ササーービビススにに係係るる経経費費はは 
道道府府県県かからら指指定定都都市市へへのの税税源源移移譲譲にによよるる  

税税源源配配分分のの見見直直しし（（大大都都市市特特例例税税制制のの創創設設））にによよりり財財源源措措置置すすべべきき  
（（個個人人道道府府県県民民税税→→個個人人市市民民税税、、法法人人道道府府県県民民税税→→法法人人市市民民税税、、地地方方消消費費税税→→地地方方消消費費税税交交付付金金））  

受 益 と 負 担 の 関 係 に ね じ れ 

大大大都都都市市市ののの事事事務務務配配配分分分ののの特特特例例例ににに伴伴伴ううう税税税制制制上上上ののの措措措置置置不不不足足足額額額      

道道府府県県にに代代わわっってて負負担担ししてていいるる経経費費  
（特例経費一般財源等所要額） 同同左左税税制制上上のの措措置置  

３，７２４億円 

地方自治法に基づくもの 
土木出張所 
衛生研究所 

定時制高校人件費 
国・道府県道の管理等 

２，３４２億円 

１，３８２億円 
 （税制上の措置済額） 

（平成 20 年度予算に基づく概算） 

これに加え、道府県から指定都市へ新たに事務移譲・権限移譲が行われた場合は、 
所要額について税制上の措置が必要！！ 

・道府県費負担教職員給与費  7,931億円 
・市域内を流れる道府県管理河川の整備・管理 190億円 など    （平成１８年度決算をもとに推計） 

税制上の措置不足額 
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３ 新たな大都市制度の創設 

 

 

 

 

 
指定都市は、市民に最も身近な基礎自治体として行政サービスを提供し、各圏域の中

枢都市としての行財政需要や大都市特有の行財政需要に対応するとともに、都市行政の

最先端都市として全国の諸都市を先導する役割を果たしている。 
しかし、現行の指定都市制度は、指定都市のポテンシャルを十分に発揮することので

きない不十分な制度となっており、「基礎自治体優先の原則」を徹底する真の分権型社会

にふさわしい地方自治制度の先駆けとして、新たな大都市制度を創設すべきである。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行の指定都市制度を抜本的に見直し、真の分権型社会にふさわしい新たな地方

自治制度の先駆けとなる大都市制度を創設すること。 

○大都市への事務配分が特例的・部分的 ⇒ 一元的・総合的な行政運営が困難 

                          「市民ニーズに応じた機動的な対応を阻害している」  

○役割分担に応じた税財源措置がない  ⇒ 大都市特例事務の所要額に対する措置不足 

                    ⇒ 大都市特有の財政需要に対応できない 

                      画一的な市町村税制 

                                 「大都市自身が大都市問題を十分に責任を持って解決で

きない」  

○道府県との間の役割分担があいまい  ⇒ 「二重行政」の弊害 

現行の指定都市制度の問題点

大都市の機能を十分に

発揮できる新たな大都

市制度の創設 
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５ 地方分権改革監視等委員会（仮称）の設置 

 

 
 
 
 

真の地方分権を実現するためには、地方分権改革推進計画の策定や新分権一括法（仮称）

の制定、また、その後の各府省の取組み等について、勧告の内容が反映されているか、ま

た指定都市の意見が反映されているか監視していく必要がある。 
とりわけ、地方分権改革推進法の失効に伴い、地方分権改革推進委員会が役割を終えた

後には、それに代わる監視体制が必要である。 
その際には、基礎自治体としての役割に加え、道府県の事務も行っている指定都市が、

その幅広い視点や能力を生かして、地方分権改革推進のための監視体制の一翼を担うべき

である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
第二期地方分権改革の目的

を達成するために！ 

地 方 分 権 改 革 推 進 委 員 会 

真の地方分権改革の実現！ 

平成 22 年３月

平成 19 年 4 月 設置 

設置期間 

各府省の取組 

３年程度設置 

地方分権改革監視等委員会(仮称) 

(構成)・指定都市を含む地方の代表者 
   ・地方分権改革推進委員会委員 
   ・学識経験者    
              など 

指定都市も 

メンバーに！ 

平成 22 年４月

推進要綱 

一括法 
(仮称) 

勧 告 

推進計画 

地方分権改革 

推進法 

地方分権改革の実現を担保するために、地方分権改革推進法失効後、地方分権改

革推進委員会に代わり、都道府県とともに指定都市を構成メンバーとし、各府省

の取組を監視する法定の機関（「地方分権改革監視等委員会（仮称）」）を設置する

こと。 
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